
3333333333333333 精神障害と責任能力

佐伯 仁志

� １ 責任能力の意義

日本刑法は，刑事責任能力について，「心神喪失者の行為は，処罰しな

い」（３９条第１項），「心神耗弱者の行為は，その刑を減軽する」（同２項）と規

定するだけで，「心神喪失者」「心神耗弱者」の意義については何らの定義も

置いていない。

判例は，心神喪失（責任無能力）とは，精神の障害により，事物の理非善悪

を弁識する能力なく，または，この弁識にしたがって行動する能力なき状態

をいい，心神耗弱（限定責任能力）とは，精神の障害が，上記の能力が欠如す

る程度には達していないが，著しく減退した状態をいう，としている（大審

院昭和６年（１９３１年）１２月３日判決刑集１０巻６８２頁）。この定義は，精神の障害とい

う生物学的要素と，是非弁識能力と行動制御能力という心理学的要素を併せ

て考慮する，いわゆる混合的方法と呼ばれる判断方法である１）。刑法の責任

は，行為者が犯罪行為に出たことに対する非難可能性を意味するが，行為時

に，精神の障害により，是非弁識能力または行動制御能力がなかった者を非

難することはできず，また，行為時に，精神の障害により，是非弁識能力ま

たは行動制御能力が著しく低下していた者は，責任非難の程度が弱いので，

刑が減軽されなければならないのである。

中国刑法１８条第１項が「精神病者が自己の行為を弁別し，又は抑制するこ

とができず，危害を及ぼす結果を招いた場合は，法定の手続を経て，鑑定に
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より確認された場合は，刑事責任を負わない。」と規定し，第３項が，「自己

の行為を弁別し，又は制御する能力の完全に喪失していない精神病者が罪を

犯した場合は，刑事責任を負わなければならない。ただし，その刑を軽く

し，又は減軽することができる。」と規定しているのも，同じ趣旨であろ

う２）。

「精神の障害」の意義については，統合失調症（精神分裂病３））・そううつ病

などの精神病の他，酩酊・情動のような一時的な意識障害も，その程度が高

い場合には含まれ，さらに，知的障害（精神遅滞）も含まれると解されてい

る。精神病質（人格障害）が含まれるかについては議論があるが，実務上，

精神病質だけを理由に責任無能力・限定責任能力が認められることはほとん

どないといわれている４）。

� ２ 責任能力の憲法上の地位

憲法に責任能力に関する規定は存在していないが，責任能力の要件は，憲

法上の原則であると考えられる。日本国憲法３１条は，「何人も，法律の定め

る手続によらなければ，その生命若しくは自由を奪はれ，又はその他の刑罰

を科せられない。」と規定している。この規定は，アメリカ合衆国憲法修正

５条および１４条の適正手続（due process）条項に由来するものであり，「法律

の定める手続」とは，単に法律に定めがあればよいわけではなく，「法律の

定める適正な手続」でなければならないと解されている。さらに，通説は，

「適正な手続」のなかには，手続法上の適正さだけでなく，実体法上の適正

さも含まれる，と解している。この見解からは，罪刑法定主義の原則は，憲

法３１条が保障する「適正な手続」の一内容であると解され，さらに，行為者

に責任がなければ刑罰を科すことはできないという責任主義の原則も，憲法

３１条が保障する「適正な手続」の一内容であると解されることになる。した

がって，責任主義に基づく責任能力の要件も，憲法３１条の要請ということに

なる５）。
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アメリカ合衆国では，レーガン（Reagan）大統領（当時）暗殺未遂事件の被

告人が責任無能力を理由に無罪となったヒンクリー（Hinckley）事件を契機と

して，責任無能力の抗弁（insanity defense）制度に対する批判が高まり，責任

無能力が認められる範囲を限定する方向での法改正が連邦や多くの州で行わ

れ，責任無能力の抗弁を廃止する州さえ現れた６）。合衆国連邦最高裁判所

は，責任無能力の抗弁を廃止しても，連邦憲法修正１４条の適正手続の保障に

違反しないと判示しているが７），わが国の憲法の解釈として，このような見

解をとることはできない。合衆国連邦最高裁判所の判例は，州の立法権限の

尊重を主たる理由としており，連邦制度をとっているアメリカ合衆国の特殊

事情に由来するものと考えるべきであろう。

責任能力の憲法的地位は，現に刑法３９条が存在しているので，問題となる

ことが少ないが，行政刑法には，刑法総則の適用を排除し，責任を不要とす

る立法例があった（旧たばこ専売法７８条など）。責任主義を憲法上の原則と解す

る立場からは，このような法律は違憲といわなければならない。将来，刑法

３９条を廃止したり，あるいは，廃止するのに等しいような法解釈をしたりす

ることは，憲法に違反し許されない。

� ３ 責任能力の適用範囲

刑法８条によって刑法総則は，特別の規定がない限り，他の法令の罰則に

も適用があるので，刑法３９条の責任無能力の規定は，特別刑法にも適用され

る。そして，先に述べたように，特別刑法であっても，刑法３９条の適用を排

除することは，憲法に違反し許されない。

責任能力の要件は，刑罰以外の行政制裁にも適用されるべきである。刑罰

でなくとも，制裁である以上，非難可能性が必要であり，行為者に責任のな

い行為に行政制裁を課すべきではないからである８）。

責任能力の要件は，さらに，少年法の保護処分にも適用されるべきであ

る。この問題について，学説は分かれており，家庭裁判所の審判例も分かれ
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ている９）。少年法３条１項１号は，審判に付すべき少年として「犯罪を犯し

た少年」を規定しており，「犯罪」という文言は，構成要件に該当する違法

で有責な行為と解するのがもっとも自然な解釈である。しかし，それが唯一

絶対の解釈ではない。例えば，刑法の共犯論において，通説は，制限従属性

説に立って，刑法６１条の「人を教唆して犯罪を実行させた者には，正犯の刑

を科する。」という規定の「犯罪」という文言を，構成要件に該当する違法

な行為と解している。少年法の「犯罪」という文言を同様に解することは可

能であろう。この問題は，条文の文言解釈ではなく，少年法の基本理念に遡

って理論的に解決されなければならない。

少年法の保護処分を基本的に少年の保護のための利益処分と解する伝統的

立場からは，少年が行為時に責任無能力であっても，構成要件に該当する違

法な行為を行っており，要保護性が認められれば，保護処分を課してよいこ

とになる。例えば，少年が精神障害で治療が必要であれば，医療少年院に送

致して治療を受けさせるべきであるということになる。このような立場は，

現在でも有力である。しかし，筆者は，少年審判においても，責任能力が必

要だと考えている１０）。保護処分も制裁の一種であり，制裁を科すためには

少年に責任が必要だと考えるからである１１）。少年に治療が必要であれば，

医療の場で治療が行われるべきである。

� ４ 責任能力の判断と精神鑑定

責任能力の判断においては，精神医学の専門家による精神鑑定が行われる

ことが多く，専門家の判断と裁判官の判断の関係が問題となる。

この点について，判例は，「被告人の精神状態が刑法３９条にいう心神喪失

又は心神耗弱に該当するかどうかは法律判断であって専ら裁判所に委ねられ

るべき問題であることはもとより，その前提となる生物学的，心理学的要素

についても，右法律判断の関係で究極的には裁判所の評価に委ねられるべき

問題である」と判示している（最決昭和５８年（１９８３年）９月１３日判例時報１１００号１５６
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頁）。

判例の立場は妥当なものである。生物学的要素についても，どの範囲の精

神障害が責任能力の基礎となるべき「精神障害」に含まれるかは，刑法の観

点から答えられるべき規範的判断であり，それが裁判所の評価に委ねられる

ことは当然である。しかし，裁判所による規範的判断を前提とした上で，そ

のような「精神障害」に行為者が罹患していたかどうかの判断は，純粋な事

実判断である。裁判官は，精神医学の専門家ではないのであるから，そのよ

うな精神医学的事実の判断は，基本的には，精神医学の専門家の鑑定に依拠

する必要がある。生物学的要素について，裁判官が専門家の鑑定と異なった

判断をすることができるのは，鑑定の前提となった事実に誤りがある場合

や，鑑定の基礎となった方法が現在の医学界では支持されていない場合な

ど，合理的な理由のある場合に限られるであろう１２）。そして，そのような

場合であっても，裁判官は，原則として，正しい事実や正しい方法に基づい

た新たな鑑定を依頼し，それに基づいて責任能力を判断すべきなのだとすれ

ば，結局のところ，精神医学的事実の判断については，裁判官は，専門家の

判断に拘束されるといってよいことになる。

かつては，精神医学者の中で，責任能力を正確に判断することは困難であ

るとして（不可知論），統合失調症やそううつ病のような大精神病に罹患して

いた被告人については，原則として，法律学的要素の判断を待つまでもな

く，責任無能力と認めるべきである，という主張が有力であり１３），刑法学

者の中にもこれを支持する見解があった１４）。

しかし，このような見解が，日本の実務で受け入れられたことは一度もな

い。実務では，統合失調症であっても，症状の著しく高度な場合，犯行が妄

想・幻覚などの病的体験に直接支配されている場合などのほかは，（限定）

責任能力を認める見解が一般的である１５）。

この点に関する重要判例が，最高裁昭和５９（１９８４）年７月３日決定（刑集３８

巻８号２７８３頁）である。

事案は，過去に海上自衛隊に勤務したことがあり，統合失調症で精神病院
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への入院歴のある被告人が，友人 TMの妹 TSに好意を抱き，結婚を申し込

んだが，主義主張が異なるとして断わられたことなどから，T一家を深くう

らみ，遂には TM，TSとその家族を殺害してうらみを晴らそうと決意する

に至り，TS方を訪れて，乗ってきたハイヤーの運転手，応対に出た TSの

姉，就寝していた姉の子３名を携えてきた鉄棒で殴打し，さらにかけつけて

来た近所の者２名の頭部を鉄棒で殴打し，よって５名を死亡させ，２名に重

傷を負わせた，というものである。

被告人は，殺人罪および殺人未遂罪で起訴され，１審判決は，被告人の完

全責任能力を認めて死刑を言い渡し，２審判決も，１審の判断を支持して，

被告人の控訴を棄却した。被告人の上告に対して，最高裁第２小法廷は，昭

和５３（１９７８）年３月２４日判決（刑集３２巻２号４０８頁＝第１次上告審決定）において，

次のように判示して，２審判決（原判決）を破棄し，原審に事件を差し戻し

た。

「（二） 原判決は，被告人が TS（公社職員）に結婚を断わられた不満と自衛

隊に好意を持たない同女及びその兄・M（会社員・被告人の高校同級生）に対す

る反感から T家の人びとを憎悪し本件犯行を計画，実行した旨認定してい

る。しかし，被告人と Sとの間には具体的な交際があったわけではないし，

Mらとの自衛隊をめぐる議論も前年の新年会における座興類似のものであ

って，普通ならば謀殺の動機に発展するほどの深刻な問題を含むものではな

く，犯行態様においても，人質同然に T方へ連行したハイヤー運転手，就

寝中のいたいけな幼児３名，急を聞いて同家に駆けつけた近隣者２名及び戸

外に助けを求め戻ってきた Sの姉（教員）に対し，順次，所携の鉄棒で頭部

を強打して５名を殺害し２名に重傷を負わせている反面，被告人のいる前で

ハイヤー運転手の手当をしたり駐在所への連絡に外出しようとした S の

父・Kに対しては何ら手出しをしておらず，前記の動機のみでは説明のでき

ないような奇異な行動を示している。

（三） 第一審の鑑定人 K作成の鑑定書及び原審の鑑定人 I作成の鑑定書
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（同人に対する原審の証人尋問調書を含む。以下「I鑑定」という。）には，いずれも，

本件犯行が被告人の精神分裂病に基づく妄想などの病的体験に支配された行

動ではなく，被告人は是非善悪の判断が可能な精神状態にあった旨の意見が

記載されている。しかし，両鑑定は，本件犯行時に被告人が精神分裂病（破

瓜型）の欠陥状態（人格水準低下，感情鈍麻）にあったこと，破瓜型の精神分裂

病は予後が悪く，軽快を示しても一過性のもので，次第に人格の荒廃状態に

陥っている例が多いこと及び各鑑定当時でも被告人に精神分裂病の症状が認

められることを指摘しており，さらに，I鑑定は，本件犯行を決意するに至

る動機には精神分裂病に基づく妄想が関与していたこと及び公判段階におけ

る被告人の奇異な言動は詐病ではなく精神分裂病の症状の現われであること

を肯定している。

右のような，被告人の病歴，犯行態様にみられる奇異な行動及び犯行以後

の病状などを総合考察すると，被告人は本件犯行時に精神分裂病の影響によ

り，行為の是非善悪を弁識する能力又はその弁識に従って行動する能力が著

しく減退していたとの疑いを抱かざるをえない。

ところが，原判決は，本件犯行が被告人の精神分裂病の寛解期になされた

ことのほか，犯行の動機の存在，右犯行が病的体験と直接のつながりをもた

ず周到な準備のもとに計画的に行われたこと及び犯行後の証拠隠滅工作を含

む一連の行動を重視し，I鑑定を裏付けとして，被告人の精神状態の著しい

欠陥，障害はなかったものと認定している。

そうすると，原判決は，被告人の限定責任能力を認めなかった点において

判決に影響を及ぼすべき重大な事実誤認の疑いがあり，これを破棄しなけれ

ば著しく正義に反するものと認められる。」

差戻後の控訴審判決は，被告人は限定責任能力の状態にあったとして，原

判決を破棄して，被告人に無期懲役を言い渡した。同判決は，その理由中に

おいて，次のように述べている。

「鑑定人 T作成の鑑定書（同人に対する差戻し後の当審の証人尋問調書を含む。以
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下同じ）によれば，『本件犯行時における被告人の精神状態は，緊張病の一旦

寛解した状態であったが，本件犯行の動機が妄想の基盤の上に形成された了

解不能なものであること，犯行が衝動的に着手され，その経過中，精神活動

停止と精神運動興奮が現われたと推測され，犯行後無感動状態であったとみ

られること，逮捕後の取調べ中に供述の無意味な変動が認められたことから

みて，本件犯行には分裂病の強い影響の存在を認めるべきであり，従って行

為の不法性を認識し，この認識に従って意思を統禦することは，まったく不

可能であったと認められる』という意見である。しかしながら，この心神喪

失の意見は，分裂病者は原則として責任無能力であるとする精神医学上の学

説の立場からのものであつて，必ずしも裁判実務上承認された考え方とはい

えないし，そして同鑑定人の診るところでも当時の病状としては，被告人は

良好な寛解状態にあったとされるとともに，本件は直接幻覚，幻聴，妄想な

どの作為体験に基く犯行ではないとされておるのであり，かつ証拠による

と，その当時，被告人は工員として会社に勤務し，普通に社会生活を営んで

いたのであり，診断の結果，必要とされる薬は引続き服用しており，被告人

と接触した親族や知人らも，その行動に格別異常な様子を感じなかったとい

うのであるから，本件犯行態様や動機などに奇異な面のあることを考慮して

も，心神喪失とする結論は採用できない。」

弁護人の上告に対して，最高裁第３小法廷は，昭和５９（１９８４）年７月３日

決定（＝第２次上告審決定）で，これを適法な上告理由に当たらないとした上

で，次のように述べて，上告を棄却した。

「被告人の精神状態が刑法３９条にいう心神喪失又は心神耗弱に該当するか

どうかは法律判断であるから専ら裁判所の判断に委ねられているのであっ

て，原判決が，所論精神鑑定書（鑑定人に対する証人尋問調書を含む。）の結論の

部分に被告人が犯行当時心神喪失の情況にあった旨の記載があるのにその部

分を採用せず，右鑑定書全体の記載内容とその余の精神鑑定の結果，並びに
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記録により認められる被告人の犯行当時の病状，犯行前の生活状態，犯行の

動機・態様等を総合して，被告人が本件犯行当時精神分裂病の影響により心

神耗弱の状態にあったと認定したのは，正当として是認することができる。」

本件の一連の裁判の中で，まず注目されるのは，被告人の完全責任能力を

認めた原判決を破棄した第１次上告審判決である。先に指摘したように，裁

判官の責任能力の判断においては，病的体験が犯行を直接支配していたかど

うかが重視され，その結果，犯行が通常人の目から見て了解可能かどうかが

決定的な重要性を有することになっている。本件の１審・２審が完全責任能

力を認めたのも，結婚を断わられた不満と邪険に扱われた反感から T家の

人びとを憎悪し犯行を計画・実行したという経緯が一見すると了解可能な点

にあったと思われる。しかし，「病的体験，その他の分裂病症状が犯意の形

成，犯行の実現，犯行後の態度などに影響し，見せかけの了解可能性が存在

するに過ぎない」場合があることが，専門家から指摘されており１６），第１

次上告審判決は，この点について慎重な判断が必要であることを示してい

る。

次に，差戻後控訴審判決を是認した第２次上告審決定の意義は，統合失調

症であれば直ちに責任無能力になるとの立場を否定した点にある。裁判所

は，伝統的にそのような立場を否定してきたので，この判例は，従来の実務

の解釈を再確認したものといえる。もちろん，行為者が統合失調症などの大

精神病に罹患していた場合には，責任無能力と判断される場合が多いであろ

うが，それはあくまで事実上のものであって，大精神病に罹患していれば自

動的に責任無能力となるわけではない。この決定の実務上の意義について

は，後でもう一度触れることにしたい。

� ５ 「酩酊犯罪」について

中国刑法１８条第４項は，「酩酊者が罪を犯した場合は，刑事責任を負わな
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ければならない。」と規定している。日本では，酩酊者の犯罪に関する特別

の規定は存在しておらず，酩酊者の犯罪は，その酩酊の性質・程度によって

責任能力が個別に判断されている。飲酒による酩酊であれば，一般に，病的

酩酊であれば責任無能力，複雑酩酊であれば限定責任能力，単純酩酊であれ

ば完全責任能力と解されている１７）。

もっとも，酩酊者の犯罪については，行為時に責任無能力ないし限定責任

能力であっても，その原因となった行為の時に責任能力があれば，完全責任

能力を問うことができるのではないかが問題となっている。いわゆる「原因

において自由な行為」の理論の問題である。

「原因において自由な行為」の理論についての学説は，大きく分けて，�

これを否定する見解，�原因行為時（飲酒時等）に犯罪の実行行為性が認め

られる場合には，完全責任能力を認める見解（構成要件モデル），�実行行為

と責任の同時存在の原則の例外を認めて，行為の最終的意思決定が結果発生

にいたる行為の全体に貫かれている場合には，実行行為の際に責任無能力で

あっても，完全責任能力を認める見解（例外モデル）に分かれている。�の見

解は，さらに，未遂の成立時期を，原因行為時に求める見解と，結果行為時

に認める見解に分かれる１８）。

この問題は，理論的には重要な問題であるが，実務的な重要性は限られて

いる。どちらの見解をとるにしても，故意犯について，完全責任能力が認め

られる場合は限定されているからである。故意犯について，原因において自

由な行為の理論を用いて完全責任能力を認めた裁判例は，ごくわずかしかな

い。現在の実務では，酩酊すると犯罪を犯す習癖がある者が，そのことを知

りながら酩酊して責任無能力の状態で犯罪を犯した場合には，重過失の犯罪

として処理するのが一般的である。例えば，京都地裁舞鶴支部昭和５１年

（１９７６年）１２月８日判決（判時９５８号１３５頁）は，覚せい剤を多量に使用すると，

幻覚・妄想に支配されて暴力的行為を振舞う習癖を有し，これを覚知してい

たのに，多量の覚せい剤を自己の身体に注射して覚せい剤中毒性精神障害に

罹患し，幻覚妄想の圧倒的支配下にある心神喪失状態に陥り，内妻を切殺し
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た被告人について，「覚せい剤を多量に使用すると，幻覚・妄想に支配され

て暴力的行動を振舞う習癖を有するに至り，被告人もこれを覚知していたの

であるから，このような場合，被告人は自戒して覚せい剤の多量の使用を抑

止し，覚せい剤使用に基づく中毒性精神障害による暴行・傷害等の危険の発

生を未然に防止すべき注意義務があるのに，これを怠った」として，重過失

致死罪の成立を認めている。過去には，「薬物注射により症候性精神病を発

しそれに基づく妄想を起し心神喪失の状態に陥り他人に対して暴行障害を加

へ死に至らしめた場合に於て注射を為すに先立ち薬物注射をすれば精神異常

を招来して或は他人に暴行を加へることがあるかも知れないことを予測しな

がら，敢えて之を容認して薬物注射を為した時は暴行の未必の故意が成立す

る」として，故意の暴行による傷害致死罪の成立を認めた判決（名古屋高等裁

判所昭和３１年（１９５６年）４月１９日判決高刑集９巻５号４１１頁）があるが，これは例外

的な判決である。

原因において自由な行為の理論を用いて故意犯の成立が認められているの

は，主に，最初から飲酒後に自動車を運転する意思で飲酒を開始して，責任

無能力ないし限定責任能力の状態で運転したような類型である。例えば，最

決昭和４３年（１９６８年）２月２７日刑集２２巻２号６７頁は，「酒酔い運転の行為当時

に飲酒酩酊により心神耗弱の状態にあったとしても，飲酒の際酒酔い運転の

意思が認められる場合には，刑法３９条２項を適用して刑の減軽をすべきでは

ないと解するのが相当である」と判示している。このような，いわば意思連

続型の犯罪については，故意犯について完全責任能力を認めることができる

であろう。本件の被告人は，酒酔い運転の際に歩行者に対して行った恐喝行

為についても有罪となっているが，この恐喝罪については心神耗弱による減

刑が認められている。

� ６ 統計

ここで，刑法３９条の適用に関する統計を見ておきたい。
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平成１８年版犯罪白書によると，平成１７年（２００５年）における一般刑法犯（危

険運転致死傷を除く）検挙人員のうち，精神障害者は９６２人（前年比５．１％増），精

神障害の疑いのある者は１，４４９人（同５．５％増）であり，これらの者が同検挙人

員に占める比率は，前年と同じく０．６％である。罪名別では，放火（１３．９％）

と殺人（９．０％）で高かった。また，刑事手続における処理状況については，

検察庁で心神喪失または心神耗弱を理由に不起訴になった者は７４５人であ

り，通常第一審において心神喪失を理由として無罪になった者は１人，心神

耗弱を理由として刑を減軽された者は６５人であった。日本では，実際の責任

能力判断の大部分が，検察段階で行われていることがわかる１９）。

次の表は，平成１８年版犯罪白書に掲載された罪名別・精神障害別の処分結

果を示したものであるが，検察で心神喪失または心神耗弱を理由に不起訴と

なり，あるいは，裁判で心神喪失を理由に無罪または心神耗弱を理由に減軽

となった者のなかでは，罪名で見ると，傷害（２３．９％），殺人（１２．７％），放火

（９．９８％）が多く，精神障害別では，統合失調症（６３．５％）が多く，続いて，

区 分 総数
不 起 訴 裁 判

計 心神喪失 心神耗弱 計 心神喪失 心神耗弱

総数 ８１１ ７４５ ３７０ ３７５ ６６ １ ６５

（罪名別）
放火 ８１ ６８ ５８ １０ １３ ０ １３
強姦・強制わいせつ ２２ ２０ １３ ７ ２ ０ ２
殺人 １０３ ８５ ７８ ７ １８ ０ １８
傷害 １９４ １７８ ９２ ８６ １６ ０ １６
強盗 ２０ １８ １２ ６ ２ ０ ２
その他 ３９１ ３７６ １１７ ２５９ １５ ０ １４

（精神障害別）
統合失調症 ５１５ ４９２ ２６５ ２２７ ２３ ０ ２３
そううつ病 ６９ ５６ １８ １８ １３ ０ １３
てんかん ７ ７ ２ ２ ０ ０ ０
アルコール中毒 ２８ ２４ １４ １４ ４ ０ ４
覚せい剤中毒 １４ １２ ２ ２ ２ ０ ２
知的障害 ３５ ２３ ７ ７ １２ ０ １２
精神病質 ６ ５ １ ４ １ １ ０
その他の精神障害 １３７ １２６ ６１ ６１ １１ ０ １１
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グラフ１ 心神喪失による不起訴人員

そううつ病（８．５％），知的障害（４．３１％）が多いことがわかる。

次に，長期間の経年変化を見てみることにしよう。グラフ１は，検察統計

年報に掲載された心神喪失を理由とする不起訴人員（自動車関係業過事件・道交

法違反事件を除いたもの）をグラフにまとめたものであり２０），グラフ２は，不

起訴となる人員の多い放火，殺人，傷害の３つについてグラフ化したもので

ある。

３ 精神障害と責任能力 39



0 

50 

100 

150 

200 

250 

殺人 
放火 
傷害 

19
51
 

19
53
 

19
55
 

19
57
 

19
59
 

19
61
 

19
63
 

19
65
 

19
67
 

19
69
 

19
71
 

19
73
 

19
75
 

19
77
 

19
79
 

19
81
 

19
83
 

19
85
 

19
87
 

19
89
 

19
91
 

19
93
 

19
95
 

19
97
 

19
99
 

20
01
 

グラフ２ 心神喪失による不起訴人員

１９５５年以降，１９６６年を例外としておおむね横ばい状況にあった不起訴人員

数が，１９７０年代に入って増加していき，１９７８年をピークに減少に転じ，１９８１

年以降は，多少の増減を繰り返しながら４００人から５００人の間で推移している

ことが分かる。

以上は，検査等統計年報による心神喪失を理由とする不起訴人員の数であ

るが，犯罪白書では，昭和６１年版犯罪白書から，法務省刑事局の資料によっ

て，心神喪失を理由とする不起訴だけでなく，心神耗弱を理由とする不起訴

（起訴猶予），心神喪失を理由とする無罪，心神耗弱を理由とする減刑の各人

員が掲載されている。これをまとめたものが次の表である２１）。
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西暦（年） 元号（年）
不 起 訴 裁 判

心神喪失 心神耗弱 計 心神喪失 心神耗弱 計

１９８１ 昭和５６ ４２２ ３８０ ８０２ １４ １１３ １２７

１９８２ ５７ ４０９ ３６３ ７７２ １３ ９６ １０９

１９８３ ５８ ４３７ ２５３ ６９０ １１ １１１ １２２

１９８４ ５９ ３７２ ３２０ ６９２ ９ ７３ ８２

１９８５ ６０ ３９９ ３３０ ７２９ １０ ８６ ９６

１９８６ ６１ ４１７ ３０３ ７２０ ３ ７８ ８１

１９８７ ６２ ３９３ ２９６ ６８９ ５ ７２ ７７

１９８８ ６３ ４１４ ３２４ ７３８ ６ ６２ ６８

１９８９ 平成１ ３９８ ３２９ ７２７ ９ ６３ ７２

１９９０ ２ ４２１ ３５５ ７７６ ４ ７９ ８３

１９９１ ３ ３６７ ３２１ ６８８ ２ ６７ ６９

１９９２ ４ ３５９ ４１２ ７７１ ３ ７８ ８１

１９９３ ５ ４４１ ３４２ ７８３ ５ ５７ ６２

１９９４ ６ ３８７ ３１７ ７０４ ５ ６６ ７１

１９９５ ７ ４０３ ３３１ ７３４ ４ ８６ ９０

１９９６ ８ ３９９ ３５０ ７４９ ３ ９７ １００

１９９７ ９ ３７１ ２７７ ６４８ ３ ８４ ８７

１９９８ １０ ３５４ ２１３ ５６７ ２ ５３ ５５

１９９９ １１ ３５０ １９２ ５４２ ０ ５７ ５７

２０００ １２ ４４５ ２０６ ６５１ ０ ８４ ８４

２００１ １３ ３４０ ２７０ ６１０ １ ８３ ８４

２００２ １４ ３６０ ３０４ ６６４ １ ６９ ７０

２００３ １５ ３２４ ２８０ ６０４ ３ ８６ ８９

２００４ １６ ３２４ ２３７ ５６１ ７ ８１ ８８

２００５ １７ ３７０ ３７５ ７４５ １ ６５ ６６

精神医学者の中谷陽二は，先に採り上げた，昭和５９年（１９８４年）７月３日

第２次上告審決定の力点は，明らかに責任無能力の条件を狭めることにおか

れていると評価している。昭和４０年代までの判決は，精神分裂病が重く，そ

の障害が弁別・制御能力に影響を与えた疑いが否定できなければ，直接的関

連が証明されなくとも，心神喪失とみなすという態度を示していたのが，昭

和５９年決定の前後で重要な変化があるというのである２２）。たしかに，上記
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グラフ３ 心神喪失による不起訴人員と無罪人員合計

の表を見ると，昭和５９年以降無罪件数はかなり減少している。しかし，責任

無能力の判断の大部分が検察段階でなされている実務の現状では，判決の無

罪件数をどこまで重視してよいかは問題である。心神喪失によって不起訴と

なった人員と裁判で無罪となった人員を合計すると，次のグラフ３に見るよ

うに，昭和５９年の前後であまり変化はないし，昭和４０年代とそれほど数に変

化はない。むしろ，昭和５０年代前半がその前後と比べて不起訴・無罪人員数

が特に多かった時期だったようである。

� ７ 今後の課題

従来，日本では，心神喪失を理由に不起訴または無罪になった者に対する

特別な保安処分の制度はなく，精神保健福祉法の措置入院の制度によって対

応がなされてきた。日本は，ドイツと比べて，責任無能力を認める範囲が狭

く，保安処分がないことがその原因である，という指摘もあった。平成１７年

（２００５年）７月１５日に施行された「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行っ

た者の医療及び観察等に関する法律」によって，これらの者を，地方裁判所
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の審判に基いて，特別の医療施設に入院させることができるようになったこ

とが，責任能力の判断にどのような影響を与えるのかが，今後注目されると

ころである。

もう一つ，これからの日本の実務における責任能力の判断に大きな影響を

与える可能性があるのが，２００９年から始まる裁判員制度である。一般人から

選ばれた裁判員が責任能力を適切に判断できるようにするためには様々な工

夫が必要であり，例えば，現在，一般人にも読みやすい精神鑑定書の作成

が，精神科医と裁判官の間で検討されているとのことである２３）。責任能力の

実体的要件についても，よりわかりやすい説明が検討されなければならない

であろう。責任能力の判断は，死刑か無期か無罪かという究極の選択にかか

わる場合があるだけに，いかにして裁判員が責任能力を適切に判断できるよ

うにするかは，きわめて重要な課題である。

注

１） 町野朔「『精神障害』と刑事責任能力：再考・再論」町野朔＝中谷陽二＝山本輝之編

著『触法精神障害者』（信山社・２００６年）１４頁は，精神医学的・刑法的方法と呼ぶのが

適切である，とする。適切な指摘であると思われるが，いまだ一般化していないの

で，本稿では，従来の表現に従っておく。

２） 中国刑法については，野村稔・張凌『注解中華人民共和国新刑法』３６頁以下（成文

堂・２００２年）に依拠している。

３） 統合失調症は，２００２年までは，精神分裂病と呼ばれていた。本稿では，２００２年以前

の文献・判決等で精神分裂病という言葉が用いられている場合には，そのままにして

いる。

４） 福島章『精神鑑定』（有斐閣・１９８５年）２８０頁参照。最近の責任能力に関するな研究

として，安田拓人『刑事責任能力の本質とその判断』（弘文堂・２００６年）参照。

５）責任主義の根拠を，日本国憲法１３条の人間の尊厳の尊重に求める見解として，西田典

之「団体と刑事罰」『岩波講座基本法学２』（岩波書店・１９８３年）２６５頁参照。

６） 墨谷葵「アメリカにおける責任能力論の動向」中谷陽二編『精神障害者の責任能

力』（金剛出版・１９９３年）２３７頁，林美月子『情動行為と責任能力』（弘文堂・１９９１年）

２０９頁以下，岩井宜子『精神障害者と司法〔増補改訂版〕』（向学社・２００４年）１４６頁以

下など参照。

７） Powell v. Texas, 392 U.S. 514, 536-37（1968）; Medina v. California, 505 U.S. 437,
448-49（1992）.
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８） 拙稿「制裁」『岩波講座現代の法４ 政策と法』（岩波書店・１９９８年）２２７‐２８頁参照。

９） 学説・判例の状況については，東海林保「少年保護事件における責任能力をめぐる

諸問題」家裁月報４８巻５号（１９９６年）１頁以下参照。

１０） 拙稿「保護処分と責任」猪瀬慎一郎＝森田明＝佐伯仁志編著『少年法のあらたな展

開』（有斐閣・２００１年）３５頁以下参照。

１１） もちろん，刑事未成年である１４歳未満の少年も少年法の保護処分の対象となってい

るので，保護処分の要件としての責任能力は，実質的な意味での是非弁識能力・制御

能力である。

１２） 高橋省吾「精神鑑定と刑事責任能力」小林充＝香城敏麿編『刑事事実認定（上）』

（判例タイムズ社・１９９２年）３９７頁以下，４４８頁，４５９頁参照。

１３） 中田修『犯罪精神医学〔増補版〕』（金剛出版・１９８７年）８１頁参照。

１４） 平野龍一『刑法総論�』（有斐閣・１９７５年）２９０頁参照。
１５） 中田・前掲注１３）８３頁参照。

１６） 中田修「精神分裂病の犯行のみせかけの了解可能性」中谷陽二編『精神障害者の責

任能力』（金剛出版・１９９３）２５頁以下。福島・前掲注４）９４頁も参照。

１７） 福島・前掲注４）３８頁参照。

１８） 学説・判例の詳細については，内藤謙『刑法講義総論（下）�』（有斐閣・１９９１年）
８４５頁以下，町野朔「『原因において自由な行為』の整理・整頓」『松尾浩也先生古稀祝

賀論文集上巻』（有斐閣・１９９８年）３３９頁以下など参照。�の見解の代表的論者が西原
春夫博士である。西原春夫『犯罪実行行為論』（成文堂・１９９８年）１３４頁以下参照。

１９） 検察段階での判断は，検察庁における簡易精神鑑定を基に行われている。この問題

については，法と精神医療第６号（１９９３年）の特集を参照。

２０） 検察統計年報では，昭和４９年度まで道交法違反事件を除いた事件の数が掲載され，

昭和５０年度からは，自動車関係業務上過失事件および道交法違反事件を除いた数が掲

載されている。業務上過失事件のほとんどは自動車関係なので，比較のために，昭和

４９年度以前の不起訴数から業務上過失事件の不起訴数を引いた数を表には掲載してい

る。

２１） 心神喪失を理由とする不起訴人員については，検察統計年報に掲載された数値と法

務省の資料による数値の間に若干の相違がある。

２２） 中谷陽二『分裂病犯罪研究』（金剛出版・１９９６年）１７８頁，１９６頁。

２３） 朝日新聞２００７年９月５日夕刊参照。
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